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自治体 和泉市  泉大津市 

担当課 
総務部 人権・男女参画室人権男女
参画担当 

人権くらしの相談課 

被爆８０年の今年の特別の取り組
み 
日本被団協のノーベル平和賞受賞
に関連して、貴自治体としてのイ
ベントや取り組みの有無 
 

なし 特になし 

財政難やコロナ禍の下、貴自治体
における非核・平和施策を実施さ
れる上での問題点や工夫された点 

コロナ禍においては、消毒・検温の徹底
し開催。今年度においても千羽鶴展、 
平和映画会、平和パネル展について実
施予定、市民研修会についても実施予
定。 

特になし 

児童、生徒、住民及び職員への啓
発活動や施策内容（平和学習や広
島長崎等への研修旅行についての
サポート等） 

市民公募による「和泉市人権平和事業
実行委員会」と連携・協働で実施 
平和千羽鶴展(7月～8月)、平和映画
会(8月)、平和パネル展 、平和市民
研修。 
平和啓発ビデオの購入とその貸し出し 
市民から寄贈いただいた戦時用備品
の貸し出し 
 

平和メッセージ展…市内の幼稚園・ 
保育所・認定こども園、小学生を中 
心に、平和を願うイラストをうちわに 
描いていただき、展示する。平和メッ 
セージ展にて「泉大津市遺族会」に 
一部展示スペースの提供、平和パネ 
ル展…平和に関するパネルを展示。 
こども平和学習会…中学生を対象に 
平和学習（講演会）を行う。サイレン 
吹鳴…戦争で犠牲となった人々に対 
する鎮魂、また、全世界から戦争と 
核兵器の永久追放を願い、市役所 
のサイレンを 1分間吹鳴する。（８月 
６日、９日、１５日）また、８月１５日の終 
戦の日に、市公式 YouTubeにて、 
市長による終戦の日のメッセージ動
画を掲載する 

常設の非核・平和資料館または施
設 

平和祈念像・被爆石のモニュメントは
市役所横に設置、人権・男女参画室が
管理している。 

非核平和柱及び非核平和看板を市 
内各所及び市役所外壁に常設。（一 
部老朽化した平和柱については、倒 
壊の危険があるため撤去） 

住民や団体が実施するピースフェ
スタ、国民平和大行進等、草の根
運動への後援・施策や対応 

市民公募による「和泉市人権平和事業
実行委員会」と連携・協働で実施 
平和千羽鶴展(7月～8月)、・平和映
画会(8月)、・平和パネル展、平和市
民研修。 
平和啓発ビデオの購入とその貸し出し 
市民から寄贈いただいた戦時用備品
の貸し出し 

平和行進団体が実施している平和
行進活動への後方支援 
 

予算 ９２２，０００円 ３５１千円 

日本非核宣言自治体協議会への加
盟状況 

日本非核宣言自治体協議会 未加盟
平和首長会議 平成 21年 6月加盟 非加盟 

首長や自治体としての非核・平和
問題、核兵器禁止条約についての
取り組み状況 

なし 
本市の平和事業は、昭和 59年 7
月に非核平和都市宣言を行い、そ
の趣旨に基づき事業を行っている。 

政府に対して核兵器禁止条約の署
名・批准を求める、貴自治体の議
会での意見書採択等、今後なさる
予定 

なし 現状取り組み実績なし 

福島原発事故被災者関係   

①避難者数 
３４人（令和７年５月現在） 
（東日本大震災からの避難者で原発
事故のみとは限らない） 

現在０人（過去に１人） 

②被災・避難者に対する対応 避難者支援情報（大阪弁護士会とりま
とめ）を月１回郵送 

当時、上下水道料金６ヶ月分無料、
有料ゴミ袋６０枚支給、毛布支給、
小・中学校受入 

放射線測定器の所有の有無及び種
類、活用状況 

  

①消防署での所有の有無と種類 
空間線量計 4台、表面汚染線量計 1
台（国からの貸与分含む） 災害発生
時の消防活動に使用するため 

個人線量計７個、空間線量計１台、
表面汚染検査計１台を特殊災害に
対応するため所有（NBC災害対応
資機材） 
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自治体 和泉市 泉大津市 

②自治体での所有の有無と種類 なし なし 

③市民への貸出状況 なし なし 

④活用状況 なし なし 

地下核実験や未臨界核実験等への
抗議状況 

  

地下核実験や未臨界核実験等への
抗議状況 

平成２９年９月２９日朝鮮民主主義人民
共和国の核実験について抗議文を送
付 

核実験・ミサイル発射等について抗
議文を提出。 
 

ロシア政府のウクライナ侵攻につ
いて、貴自治体及び議会での抗議
状況や対応について 

2022年 3月 2日付、和泉市長と市議
会議長の連名でロシア連邦大使館へ
抗議文を送付。 

特になし 

ウクライナに対する支援などの対
応について 

相談窓口の設置、日本赤十字社によ
るウクライナ人道危機救援金の募金箱
を市内数カ所に設置。また、和泉市社
会福祉行議会と協働で義援金を募集
し、和泉市在住の親族を頼りにウクラ
イナから避難されてきた世帯へ一時金
を支給。   

 

イスラエルによるガザ地区に対す
るジェノサイドについての抗議や
中東での紛争についての抗議状況
及び取り組み 

なし 特になし 

姉妹都市・友好都市との国際交流
や非核平和等に関する交流 なし 

国際交流として、オーストラリアのグ
レーター・ジローン市と中学生の相互
派遣を実施。なお、ロシアやウクライ
ナの都市と姉妹都市・友好都市の関
係にはない。 

自治体から自衛隊への名簿提出に
ついて   

18歳と 2２歳の住民基本情報の
自衛隊への提出は 

請求があれば提出 
令和６年度は自衛隊からの依頼がな
かったため１８歳と２２歳の住民基本
情報は提出していない。 

提出されている場合、その法的根
拠と、その提出形式。 

法的根拠 地方自治法第２条、自衛隊
法第９７条、自衛隊法施行令第１２０条 
提出方式 紙媒体で 

法的根拠 自衛隊法第 97条 1項・
同施行令第 120条、また同条に基
づく報告又は資料の提出は地方自
治法施行令における第 1号法定受
託事務に当たるため。 
提出形式 紙媒体で提出 

提出されている場合「除外申出」
できることの住民への周知とその
方法 

伝えている。 
周知の方法 市の広報誌及びホームペ
ージ 

令和７年度より除外申請の受付を開
始。広報紙、ホームページ 

被爆者数 市として実数は把握していない 把握していない 

内認定被爆者数 市として実数は把握していない 把握していない 

被爆者団体名 なし 

令和３年３月に原爆被害者の会は解
散、被爆者の方等から相談等があっ
た場合は、元原爆被害者の会の役
員の方々へつなぐなどの体制をとっ
ている。 

被爆者援護施策 なし なし 
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自治体 高石市 忠岡町  

担当課 人権・生活相談課 住民人権課 

被爆８０年の今年の特別の取り組
み 
日本被団協のノーベル平和賞受賞
に関連して、貴自治体としてのイ
ベントや取り組みの有無 

被爆８０周年及び日本被団協様のノー
ベル平和賞の受賞に関連する特別な
取組みを実施する予定は、現在ない
が、例年通り非核平和展や戦争の語り
部事業等の事業を実施します。 

特別の取り組みはなし。（ただし、憲
法週間の街頭啓発として“第二次
世界大戦終結から 80年／戦争は
最大の人権侵害です”のメッセージ
が入った物品を配架している） 

財政難やコロナ禍の下、貴自治体
における非核・平和施策を実施さ
れる上での問題点や工夫された点 

原水爆禁止国民平和大行進及び非
核・平和行進については、過密となる
ことを避け、湯茶の接待も紙コップに入
れたものではなく、ペットボトルを渡して
いる。 

展示会場出入口での消毒等を実
施、外部団体より貸出無料の資料を
借受し、パネル展等の啓発を行って
いる 

児童、生徒、住民及び職員への啓
発活動や施策内容（平和学習や広
島長崎等への研修旅行についての
サポート等） 

「非核平和宣言都市」啓発塔の常設
（庁舎前）、『高石市非核平和展』の開
催（小学 6年生などから寄せられた
「平和ハガキ」の展示、非核・平和に関
する写真等パネルの展示、平和に関
連するＤＶＤの映写等）、懸垂幕『核兵
器のない 平和な世界をめざそう』の
掲示、関係機関から送付されたポスタ
ー、チラシ等の掲示・配布、反戦、非
核・平和に関するビデオなど視聴覚教
材の貸し出し。原爆投下日、終戦の日
に、平和を祈念し、市職員及び来庁者
に黙とうの実施呼びかけ（市広報紙で
市民に対し周知）、戦争の語り部事業
（小中学校において、語り部による戦時
体験の講話会の実施）、※平和学習や
広島長崎等への研修旅行についての
サポート等は実施していない。 

非核平和平和パネル展（学童疎
開）、非核・平和図書コーナーの設
置、 

常設の非核・平和資料館または施
設 

「非核平和宣言都市」啓発塔の常設 
非核平和モニュメントの設置（管理：
総務課） 

住民や団体が実施するピースフェ
スタ、国民平和大行進等、草の根
運動への後援・施策や対応 

原水爆禁止国民平和大行進 メッセー
ジ、協賛金、湯茶等の対応。非核・平
和行進 メッセージ、協賛金、湯茶等
の対応 

平和行進、平和マラソン等に対する
受け入れと支援、町長や議長による
メッセージの読み上げ 

予算 ３１１,３１０円 ９４，０００円 

日本非核宣言自治体協議会への加
盟状況 

加盟 加盟済 

首長や自治体としての非核・平和
問題、核兵器禁止条約についての
取り組み状況 

首長によるヒバクシャ国際署名及び日
本非核宣言自治体協議会に加盟。ま
た広報紙記事掲載や、『高石市非核
平和展』等の開催を通じて非核・平和
問題、核兵器禁止条約について市民
に周知する。 

昭和６１年「手をつなごう、非核で世
界の人々と」というフレーズで、非
核・平和都市宣言を行うとともに、庁
舎にモニュメントを設置するなど、核
兵器のない社会づくりは必須との認
識をしている 

政府に対して核兵器禁止条約の署
名・批准を求める、貴自治体の議
会での意見書採択等、今後なさる
予定 

平成 30 (2018) 年に第１回高石市議
会定例会において、「核兵器禁止条約
の日本政府の署名と批准を求める意
見書」が可決された。 

国の批准状況等も考慮しながら、引
き続き近隣市町と連携して取り組む
予定です 

福島原発事故被災者関係   

①避難者数 

避難指示区域（解除済みを含む）から
の避難者は 0人 
高石市内への東日本大震災による避
難者は６名（届出のあった数）※現在
は３名 

現在、０人 
 

②被災・避難者に対する対応 避難者支援情報に関する資料の郵送 
 

なし（もし相談があれば、検討する
形になる） 

放射線測定器の所有の有無及び種
類、活用状況   
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自治体 高石市 忠岡町 

①消防署での所有の有無と種類 

本市消防委託先である堺市消防局に
おいて、表面汚染検査計２１台、空間
線量計 ５２台を所有※堺市消防局に
確認済み 

所有あり。 
種類：ポケット式線量計 10 空間線
量計 1 表面汚染検査計 1 
目的：住民や隊員を放射線から防
護するため 

②自治体での所有の有無と種類 放射線測定器を所有していない 所有なし 

③市民への貸出状況 
本市において所有していないため、貸
出していない 貸出なし 

④活用状況 本市において所有していない 現在のところ、使用実績はなし 

地下核実験や未臨界核実験等への
抗議状況 

  

地下核実験や未臨界核実験等への
抗議状況 

アメリカ合衆国が令和 6年 5月 14日
に実施した臨界前核実験について、令
和 6年 5月 23日付けで、本市から在
日アメリカ合衆国大使館宛てに抗議。 

平和首長会議などを通じて発信 

ロシア政府のウクライナ侵攻につ
いて、貴自治体及び議会での抗議
状況や対応について 
 

ロシアがウクライナへ軍事侵攻したこと
に対する抗議文を、高石市長、高石市
議会議長の連名にてロシア連邦プーチ
ン大統領へ送付。（令和 4年（2022）年
3月 2日付） 

町長及び議会議長による共同の抗
議文の発信、平和首長会議などを
通じた発信、議会による非難の決議 

ウクライナに対する支援などの対
応について 

ウクライナでは多くの方が避難を余儀
なくされています。本市においても、避
難されて来られたウクライナの方にか
かる「住居、仕事、学校」のご相談につ
いて、本市ホームページにて情報提供
を行っている。 

赤十字募金を通じて送金 
 

イスラエルによるガザ地区に対す
るジェノサイドについての抗議や
中東での紛争についての抗議状況
及び取り組み 

抗議件数は０件 
平和首長会議などを通じた発信、
議会による和平の早期実現を求め
る決議 

姉妹都市・友好都市との国際交流
や非核平和等に関する交流 

高石市は、1981年 10月 29日にアメ
リカ合衆国カリフォルニア州ロミタ市と
姉妹都市提携している。ロミタ市とは夏
休みに学生の派遣や受入。なお、非核
平和に関する交流は行っていない。 
ロシア、ウクライナの都市との姉妹都市
提携は行っていない。 

友好都市への中学校の派遣事業、
KIX国際マラソンへの友好都市ラ
ンナーの招聘事業（コロナで中止し
ていたが、今年度より一部事業につ
いて再開を予定）、中学生のオンラ
イン交流が主な交流。ロシア、ウク
ライナの都市と姉妹都市、友好都
市関係はない。 

自治体から自衛隊への名簿提出に
ついて 

  

18歳と 2２歳の住民基本情報の
自衛隊への提出は 

18歳のみ提供 提出予定 
 

提出されている場合、その法的根
拠と、その提出形式。 

個人情報の保護に関する法律第 69
条第 1項（自衛隊法第 97条、自衛隊
法施行令第 120条に基づく） 
紙媒体 

自衛隊法施行令第 120条に基づ
き、紙媒体で提出する予定。 

提出されている場合「除外申出」
できることの住民への周知とその
方法 

「除外申出」については、ホームページ
にて周知 

除外申出期間の 4月１日～５月３０
日までホームページ及び広報紙で
掲載 

被爆者数 ２４人(被爆者健康手帳所持者数)  町では実態を把握していない 

内認定被爆者数 ０人 町では実態を把握していない 

被爆者団体名 

該当団体なし（二世の会や三世の会を
含む）。また団体がない場合の、被爆
者に対する市独自の対応については
行っていない。 

原爆被爆者の会 

被爆者援護施策 
被爆者及び二世、三世の方に対する
市独自の援護施策はなし。 

被爆者援護施策において住民票等
の諸証明が必要な場合、無料交付
の検討する予定 
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自治体 岸和田市 貝塚市 

担当課 自治振興課 市民生活部人権政策課 

被爆８０年の今年の特別の取り組
み 
日本被団協のノーベル平和賞受賞
に関連して、貴自治体としてのイ
ベントや取り組みの有無 

非核平和資料展にて、「原爆と人間」
パネル（被団協）を展示予定 

令和６年 12月の広報紙に「平和へ
の思い」をテーマに特集記事を掲
載。令和７年度は市役所でパネル
展などを計画 

財政難やコロナ禍の下、貴自治体
における非核・平和施策を実施さ
れる上での問題点や工夫された点 

特になし 

核兵器廃絶・平和都市宣言を、市
役所本館のデジタルサイネージ
（電子看板）により繰り返し表示し、
市民のみなさまが自然と平和の大
切さに触れることができるよう努め
ている。また、本庁１階ロビーには
タッチパネル式のデジタルサイネ
ージも設置、多言語に対応できる
ようになっている。 

児童、生徒、住民及び職員への啓
発活動や施策内容（平和学習や広
島長崎等への研修旅行についての
サポート等） 

子ども平和映画会を 6/21に岸和田市
立文化会館（マドカホール）にて開催。
（上映作品：お星さまのレール）平和行
進・マラソン湯茶接待（市役所新玄関）
巡回パネル展 ～「絵本はだしのゲン」
複製パネル展～ 写真パネルを展示
し、平和啓発を行う。11/21～12/4 
市役所新玄関にて 12/5～12/18 春
木市民センターにて 非核平和資料展
を 8/3～8/7 まで ラパーク岸和田に
て開催。被爆者とその家族の写真を
撮影する、写真家 堂畝紘子氏の作品
を展示。その他、原爆に関するパネル
や戦時中の現物資料を展示。平和に
関する映画の上映もあわせて実施。ピ
ースネット 国立長崎原爆死没者追悼
平和祈念館・公益財団法人長崎平和
推進協会が学校向けに無料で実施し
ているピースネット事業（長崎県在住と
被爆者がインターネットテレビ会議シス
テムを通じて小学校児童に被爆体験
を語る）を岸和田市立小学校を対象に
実施予定. 

関係機関からのポスターやチラシ
の掲示・配布、「貝塚市平和教育
基本指針」に基づき、各学校が平
和教育に組織的・計画的に取り組
む。全小中学校及び義務教育学
校で夏季休業中に平和登校を実
施。小学校は広島へ、中学校（１校
除く）は長崎、沖縄への修学旅行
で反戦・平和を学習。原爆死没者
の慰霊・平和祈念の黙とうを行う。 

常設の非核・平和資料館または施
設 

平和モニュメントあり。維持管理につい
ては、適宜実施している。 

常設の平和記念像「はばたき」「平
和のともしび」「瀕死の子を抱く母
像」による啓発。 

住民や団体が実施するピースフェ
スタ、国民平和大行進等、草の根
運動への後援・施策や対応 

平和行進・マラソン湯茶接待（市役所
新玄関） 

平和行進へのメッセージや激励 
 

予算 平和推進事業 1,８４８千円 人権啓発事業として予算化、 

日本非核宣言自治体協議会への加
盟状況 

加盟 加盟していない 

首長や自治体としての非核・平和
問題、核兵器禁止条約についての
取り組み状況 

具体的な取組は行っていない 

関係機関からのポスターやチラシ
の掲示・配布、「貝塚市平和教育
基本指針」に基づき、各学校が平
和教育に組織的・計画的に取り組
む。全小中学校及び義務教育学
校で夏季休業中に平和登校を実
施。小学校は広島へ、中学校（１校
除く）は長崎、沖縄への修学旅行
で反戦・平和を学習。原爆死没者
の慰霊・平和祈念の黙とうを行う。
常設の平和記念像「はばたき」「平
和のともしび」「瀕死の子を抱く母
像」による啓発。 

政府に対して核兵器禁止条約の署
名・批准を求める、貴自治体の議
会での意見書採択等、今後なさる
予定 

今後の取り組み予定はなし 

令和６年第２回定例会で「核兵器 
禁止条約第 3回締約国会議にオ 
ブザーバー参加を求める意見書」 
を可決。今後の取組は、未定。 
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自治体 岸和田市 貝塚市 

福島原発事故被災者関係   

①避難者数 該当なし 正確に把握できていない 

②被災・避難者に対する対応 該当なし 
把握出来ている対象者があれば
「お知らせ」等を配布 

放射線測定器の所有の有無及び種
類、活用状況 

  

①消防署での所有の有無と種類 

ポケット線量計 活動隊員の外部被ば
くを管理するため。GM計数管式（空
間）空間放射線量、γ、βを測定。GM
計数管式（表面）。ポケットサイズ放射
線測定器、表面汚染検査計（活動後
の隊員の表面汚染を測定） 

所有：有（貸与含む） 
種類：個人警報線量計（ｘ－γ線） 
ＧＭ管式空間線量率計（ｘ－γ
線） ＧＭ管式表面汚染検査計、Ｇ
Ｍ管式サーベイメーター（β－γ
線）。目的：テロ対策活動用、緊急
消防援助隊活動用 

②自治体での所有の有無と種類 特になし なし 

③市民への貸出状況 特になし なし 

④活用状況 特になし 事案が発生して使用するので、取
扱い訓練以外、使用実績はない 

地下核実験や未臨界核実験等への
抗議状況   

地下核実験や未臨界核実験等への
抗議状況 

核実験に関しては、抗議文を送るとと
もに報道発表を行っている。 特になし 

ロシア政府のウクライナ侵攻につ
いて、貴自治体及び議会での抗議
状況や対応について 

該当なし 特になし 

ウクライナに対する支援などの対
応について 

特に対応なし  

イスラエルによるガザ地区に対す
るジェノサイドについての抗議や
中東での紛争についての抗議状況
及び取り組み 

特になし なし 

姉妹都市・友好都市との国際交流
や非核平和等に関する交流 

中国（広東省汕頭市、上海市楊浦
区）、アメリカ（サウスサンフランシス 
コ市）、韓国（ソウル特別市永登浦区）と
姉妹都市・友好都市を締結し、文化・ス
ポーツ交流、現地生活体験などの青少
年海外派遣事業もおこなっている。特
に、非核平和に関する交流は行ってい
ない。また、ロシアやウクライナの都市と
姉妹都市・友好都市の関係にはない。 

米国カルバーシティ市との間で、
かいづか国際交流協会(KAIFA)な
どによる市民主体の国際交流をお
こなっている。 
 

自治体から自衛隊への名簿提出に
ついて   

18歳と 2２歳の住民基本情報の
自衛隊への提出は 

住民登録がある日本人住民の方のうち
当該年度に 18歳又は 22歳に到達する
者の住民基本情報（住民基本台帳記載
事項のうち、氏名、生年月日、性別及び
住所）を提供している。 

している 

提出されている場合、その法的根
拠と、その提出形式。 

自衛隊法施行令第 120条に基づく防
衛大臣からの資料提供依頼により、住
民基本台帳の一部の写しを紙媒体
で、自衛隊担当者に手渡ししている。 

自衛隊法９７条１項及び自衛隊法
施行令第１２０条 
紙で提出 
 

提出されている場合「除外申出」
できることの住民への周知とその
方法 

ホームページに除外申出の方法等とと
もに「除外申出」ができることを掲載の
うえ、市の広報紙（広報きしわだ）に
「除外申出」ができることを掲載・配布
し、周知を図っている。 

広報及びホームページで周知 

被爆者数 ４１名 1３名（被爆者見舞金受給者数） 
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自治体 岸和田市 貝塚市 

内認定被爆者数 把握していない 0名 

被爆者団体名 
岸和田市原爆被害者の会（通称：はづ
き会） 

なし（貝塚市原爆被害者の会は平
成２８年４月２４日解散） 

被爆者援護施策 

岸和田市原爆被害者見舞金の支給
（一人当たり年額１万円）。 
二世や三世に関する施策は行ってい
ない。 

被爆者見舞金 
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自治体 泉佐野市 泉南市 

担当課 市民協働部 人権推進課 行政経営部人権推進課 

被爆８０年の今年の特別の取り組
み 
日本被団協のノーベル平和賞受賞
に関連して、貴自治体としてのイ
ベントや取り組みの有無 
 

毎年３月に開催しているイベント人
権研究集会のパネル展において、
日本被団協がノーベル平和賞を受
賞したことから、日本被団協販売の
「原爆と人間」パネル一式を部落解
放中央共闘会議から借用して展示 

戦争体験気を語って頂く会（予定） 

財政難やコロナ禍の下、貴自治体
における非核・平和施策を実施さ
れる上での問題点や工夫された点 

例年、反戦・平和のアニメ映画会を
開催を予定している。 

なし 
 

児童、生徒、住民及び職員への啓
発活動や施策内容（平和学習や広
島長崎等への研修旅行についての
サポート等） 

「平和を考える集い（映画会）、反
戦・平和に関するアニメ上映」、市
広報への関連記事の掲載、庁内放
送での“黙とう”の呼びかけを行っ
ている。 

非核平和の集い」泉南市総合福祉
センター ８月３日（日）午後 1時 30
分～4時 平和の祈りを込めて バ
ンドゥーラコンサート ※泉南市人権
啓発推進協議会等と共催で実施。
「懸垂幕の掲示」市役所壁面８月１
日（金）～３１日（日）「ビデオ上映」市
役所玄関ロビー ８月１日（金）～１５
日（金）「平和継承 DVD 現在（い
ま）を生きる子どもたちへ語り継ぐ！
私たちの戦争体験」第１回目：午前１
０時～ 第２回目：午後３時～「非核
平和の図書コーナー及び非核平和
写真」市立図書館８月１日（金）～３１
日（日）※月曜日・8月 12日（火）の
休館日を除く「ビデオ上映」市立青
少年センター「ちいちゃんのかげおく
り」８月 2日（土）午前 10時～ 

常設の非核・平和資料館または施
設 

庁舎敷地内に被爆したアオギリの種
から育てた木と記念碑を設置。 

市役所本庁、図書館に「非核平和
都市宣言」の看板を常設 

住民や団体が実施するピースフェ
スタ、国民平和大行進等、草の根
運動への後援・施策や対応 

「反核・平和のつどい」への後援、
平和大行進出発式等での激励の
挨拶 

なし 

予算 非核平和施策に特化した予算化なし 非核平和の集い一式：373,000円 

日本非核宣言自治体協議会への加
盟状況 

未加盟 加盟していない 

首長や自治体としての非核・平和
問題、核兵器禁止条約についての
取り組み状況 

1985年に「非核平和都市宣言」を
行い、2010年 6月に平和首長会
議」に加盟している。原水爆禁止に
関する団体への市長メッセージを
行っている。 

１９８４年１２月２６日「非核平和都市
宣言」今後も宣言に基づいた取り
組みの実施 

政府に対して核兵器禁止条約の署
名・批准を求める、貴自治体の議
会での意見書採択等、今後なさる
予定 

平成 30年 3月 23日に「核兵器廃
絶に向けて核兵器禁止条約の署
名等の具体的取組を求める意見
書」の意見書を市議会で採択して
いる。今後の取り組みについては、
未定。 

１９８４年１２月２６日「非核平和都市
宣言」今後も宣言に基づいた取り
組みの実施 

福島原発事故被災者関係   

①避難者数 把握していな ０人 

②被災・避難者に対する対応 特になし なし 

放射線測定器の所有の有無及び種
類、活用状況 

  

①消防署での所有の有無と種類 なし   放射器測定器は有、種類（緊急・
災害援助（国から対応） 

②自治体での所有の有無と種類 なし   なし 

③市民への貸出状況 なし なし 

④活用状況 なし なし 

地下核実験や未臨界核実験等への
抗議状況   
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自治体 泉佐野市 泉南市 

地下核実験や未臨界核実験等への
抗議状況 

なし なし 

ロシア政府のウクライナ侵攻につ
いて、貴自治体及び議会での抗議
状況や対応について 

泉佐野市議会にて「ロシアによるウ
クライナ侵攻に抗議する決議」全会
一致、ロシア連邦大統領へ送付。
（令和４年３月２４日付） 

令和 4年 3月 4日に市長・議長の
連名で、ロシア大使館へプーチン
大統領あての抗議文を送付。 

ウクライナに対する支援などの対
応について 

ウクライナ人道危機救援金を募り、
お寄せいただいた支援金を日本赤
十字社を通じて現地への寄付を行
っている。 

 

イスラエルによるガザ地区に対す
るジェノサイドについての抗議や
中東での紛争についての抗議状況
及び取り組み 

抗議等は行っていない。イスラエ
ル・ガザ人道危機救援金及び中東
人道危機救援金を募り、お寄せい
ただいた支援金を日本赤十字社を
通じて現地への寄付を行っている。 

なし 

姉妹都市・友好都市との国際交流
や非核平和等に関する交流 

泉佐野市は「泉佐野市国際都市
宣言」の精神に基づき、下記、海
外都市と友好交流を実施。友好提
携都市：友好都市提携を締結して
いる都市（締結日順） 
①中国上海市徐匯区（1994年 10
月 21日）②モンゴル国トゥブ県
（2013年 7月 27日）③中国四川省
成都市新都区（2017年 6月 5日） 
④ウガンダ共和国グル市（2017年
7月 18日）⑤中国上海市宝山区 
（2017年 11月 8日）⑥ブラジル連
共和国サンパウロ州マリリア市
（2018年 11月 13日）⑦中国山東
省聊城市東阿県（2019年 3月 24
日）⑧中国山東省威海市（2019年
10月 16日）⑨ベトナム社会主義
共和国ビンディン省 （2019年 10
月 21日）⑩大韓民国大邱広域市
寿城区（2023年 7月 25日）⑪アメ
リカ合衆国カリフォルニア州デイリー
シティ（2024年 7月 22日）友好関
係都市：友好都市提携を締結して
いないが、友好関係にある都市①
オーストラリア連邦 クイーンズラン
ド州サンシャインコースト〇泉佐野
市国際都市宣言（２０１７年３月２３
日）関西国際空港は、1994年（平
成 6年）9月 4日、わが国初の完
全２４時間運用が可能な国際拠点
空港として、泉佐野市沖に開港し
た。このことにより、市民にとって世
界はより身近になり、本市ではグロ
ーバル化や多文化共生に対応した
まちづくりなど、国際化の推進に努
めてきました。世界に開かれた関
西国際空港の玄関都市として、さら
なる国際化を積極的に推進するた
め、ここに「国際都市」を宣言しま
す。１．市民の国際理解をさらに進
めます。２．海外の友好都市との多
分野にわたる交流を進めます。３．
在住外国人が暮らしやすいまちづ
くりを進めます。４．おもてなしの心
を持って訪日外国人を迎えます。
５．人々が異文化を知り、分かち合
い、互いの個性を認めて活躍でき
る環境をつくります。非核平和に関
する交流はありません。本市では、
ロシアやウクライナの都市と姉妹都
市、友好都市の関係はありません。 

姉妹都市フィリピンダバオ市（国際
交流） 

自治体から自衛隊への名簿提出に
ついて 

  

18歳と 2２歳の住民基本情報の自
衛隊への提出は 

提出している 提出なし 

提出されている場合、その法的根
拠と、その提出形式。   
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自治体 泉佐野市 泉南市 

提出されている場合「除外申出」
できることの住民への周知とその
方法 

周知していない  

被爆者数 把握していない 不明 

内認定被爆者数 把握していない 不明 

被爆者団体名 泉佐野原爆被害者協議会 
泉南市原爆被害者の会（２０１７年
高齢の為解散。） 

被爆者援護施策 特になし 不明 
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自治体 阪南市 熊取町 

担当課 総務部人権推進課 人権・女性活躍推進課 

被爆８０年の今年の特別の取り組み 
日本被団協のノーベル平和賞受賞に
関連して、貴自治体としてのイベン
トや取り組みの有無 
 

なし 
なし 
 

財政難やコロナ禍の下、貴自治体に
おける非核・平和施策を実施される
上での問題点や工夫された点 

従前から実施している非核平和
パネル展のような予算を必要とし
ない施策を実施。 

住民参加型の平和フィールドワーク
（平和関連施設等訪問）を実施してき
たが、コロナ禍による感染予防のため
中止し、令和 5年度から平和に関する
映画の上映会を実施。「戦没者等合
同追悼式は、通常開催予定である
が、座席を離すなどコロナ対策も行う。 

児童、生徒、住民及び職員への啓発
活動や施策内容（平和学習や広島長
崎等への研修旅行についてのサポー
ト等） 

８月２日から８月８日まで市役所ロ
ビーにて非核平和パネル展を、８
月１５日には防災無線にて市内
全域に黙祷の実施を呼びかけ 
正午にサイレンを鳴らす予定。ま
た、当課で所有している非核・平
和関連の啓発ＤＶＤを随時貸出。 

ふれ愛映画会（8/2実施予定）平和
に関する映画の上映、平和パネルポ
スター展（8/2～8/28実施予定）、戦
没者等合同追悼式（10/28開催予
定）各校において、年間指導計画に
基づき、発達段階に応じて各教科の
中で、平和学習及び非核について
の学習に取り組んでいる。 

常設の非核・平和資料館または施設 
非核宣言都市モニュメントを市
役所敷地内に設置。常設の非
核・平和資料館はなし。 

なし 

住民や団体が実施するピースフェス
タ、国民平和大行進等、草の根運動
への後援・施策や対応 

民主・リベラル泉州地域平和人権 
連帯会議が主催する非核・平和 
行進に協賛金を、原水爆禁止泉 
佐野・泉南地区協議会に賛助金 
を市及び市議会から支出。 

「反核・平和のつどい」「平和を考える
のつどい」への後援   

予算 0円 

戦没者等遺族援護事業８３1千円 
泉佐野原爆被害者協議会熊取地区
補助金 33千円、平和推進事業７９千
円 

日本非核宣言自治体協議会への加盟
状況 加盟していない 加盟していない 

首長や自治体としての非核・平和問
題、核兵器禁止条約についての取り
組み状況 

「非核三原則」の堅持を政府に
強く求め、核兵器の廃絶を全世
界に訴えるために「非核平和都
市宣言」をしている。 

平和ポスターの掲示などの事業を実
施 

政府に対して核兵器禁止条約の署
名・批准を求める、貴自治体の議会
での意見書採択等、今後なさる予定 

平成２７年市議会第１回定例会
において「核兵器のない世界に
向けた法的枠組み」構築への取
り組みを求める意見書を可決。 

平成 29年 6月 21日に「国連での核
兵器禁止条約制定交渉会議に日本政
府が参加し、条約制定に主導的役割
を果たすことを求める意見書」を可決     

福島原発事故被災者関係   

①避難者数 0人 0人 

②被災・避難者に対する対応 対応や具体的な施策等は行って
いない。 

該当なし 

放射線測定器の所有の有無及び種
類、活用状況 

  

①消防署での所有の有無と種類 

災害時の放射線量を測定するた
め、空間線量計、表面汚染検査
計及び個人用線量計を所有。 
 

ポケットサーベイメーター、ＧＭサー
ベイメータ、電離箱式サーベイメータ 
シンチレーションサーベイメータ、中性
子サーベイメータ 、個人線量計、有事
の際に消防活動等を行う際の、放射
能の測定及び隊員の安全管理ため 

②自治体での所有の有無と種類 なし 

個人線量計（γ線）、ＧＭサーベイメ
ータ、電離箱式サーベイメータ、シン
チレーションサーベイメータ、中性子
サーベイメータ ※放射線測定機材 

③市民への貸出状況 行なっていない 貸出実績なし 
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自治体 阪南市 熊取町 

④活用状況 なし 有事に備え所有し配備。日常点検及
び訓練にて使用 ※活用実績なし 

地下核実験や未臨界核実験等への抗
議状況 

  

地下核実験や未臨界核実験等への抗
議状況 

平成２９年９月３日の北朝鮮によ
る６度目の核実験について、９月
４日に北朝鮮に対し、今後すべ
ての核兵器及び既存の核兵器
開発計画を放棄するよう強く抗
議するために抗議文を提出。 

なし 

ロシア政府のウクライナ侵攻につい
て、貴自治体及び議会での抗議状況
や対応について 
 

議会の対応については、２月２４
日に本格的にウクライナへの侵
略を開始したロシアに対し、その
行為を非難するとともに、一日も
早い攻撃停止と軍の撤収を求め
る決議を令和４年３月３日に全会
一致で可決し、同日付けで、ロシ
ア連邦大使館に送付。 

令和４年３月２日に町長・議長の連名
で、ロシア大使館へプーチン大統領
あての抗議文を送付。 

ウクライナに対する支援などの対応
について 

  

イスラエルによるガザ地区に対する
ジェノサイドについての抗議や中東
での紛争についての抗議状況及び取
り組み 

イスラエルとパレスチナのイスラ
ム組織ハマスの軍事衝突により、
パレスチナ自治区のガザでは、
悲惨な事態が広がっている。議
会の対応については、令和６年３
月２１日に、イスラエルとハマスの
「即時停戦・和平協議の開始」を
求める意見書を政府及び国会へ
提出。 

なし 

姉妹都市・友好都市との国際交流や
非核平和等に関する交流 

なし 
姉妹都市との国際交流：オーストラリ
ア・ミルデューラ市と相互に青少年を
派遣、非核平和に関する交流：なし 

自治体から自衛隊への名簿提出につ
いて 

  

18歳と 2２歳の住民基本情報の自
衛隊への提出は 

提供 

令和７年5月下旬に平成1９年4月2日 
～平成２０年4月1日生まれ、平成1５
年4月2日～平成1６年4月1日生まれ
の方の住民基本台帳の一部写しの
提供を行う予定。 

提出されている場合、その法的根拠
と、その提出形式。 

自衛隊法第９７条、自衛隊法施行
令第１２０条を根拠としています。
提出は紙媒体にて行っている。 

紙媒体 

提出されている場合「除外申出」で
きることの住民への周知とその方法 

本市広報誌と市のホームページを
使って市民に案内。 

有 
ホームページや町広報（R７.３月号）
により周知 

被爆者数 

把握していない 

把握していない 

内認定被爆者数 
泉佐野保健所で認定を行っており、
情報提供も受けていないため把握し
ていない 

被爆者団体名 泉佐野原爆被爆者協議会熊取地区
会 

被爆者援護施策 行っていない 団体への補助金の交付 
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自治体 田尻町 岬町 

担当課 
総務部企画人権課 

人権・男女共生室 人権推進課 

被爆８０年の今年の特別の取り組み 
日本被団協のノーベル平和賞受賞に
関連して、貴自治体としてのイベン
トや取り組みの有無 
 

例年、広島平和文化センターのポ
スター等を借り、田尻町人権協会
事業として、平和について考えるパ
ネル展を開催。平和フォーラムとし
て、佐々木祐滋さんのトーク＆コン
サートを実施予定 

特別な取組なし 

財政難やコロナ禍の下、貴自治体に
おける非核・平和施策を実施される
上での問題点や工夫された点 

平和について考えるパネル展の充
実 

各団体に対し、町長が応接し、メッ
セージを提供している。 

児童、生徒、住民及び職員への啓発
活動や施策内容（平和学習や広島長
崎等への研修旅行についてのサポー
ト等） 

学校において平和学習を実施し、
一人ひとりの人権を尊重する豊か
な心をもった人間を育成することを
目標に人権学習に取り組んでい
る。中学校では、修学旅行で沖縄
県を訪れ、語り部の方から戦争体
験を聞くなど、事前事後において
平和の尊さを学習している 

各小学校で平和学習を兼ねて広
島、沖縄に修学旅行地として選定
している。 

常設の非核・平和資料館または施設 なし 
岬町役場本庁舎前の植木前に掲揚
台と並んでモニュメント（石碑）を設
置 

住民や団体が実施するピースフェス
タ、国民平和大行進等、草の根運動
への後援・施策や対応 

平和行進に係る激励メッセージの
送付 

依頼のあった団体には、町長応
接、メッセージの送付等を行ってい
る。 

予算 ５６３,０００円 町独自施策はなし 

日本非核宣言自治体協議会への加盟
状況 非加盟 未加盟。 

首長や自治体としての非核・平和問
題、核兵器禁止条約についての取り
組み状況 

２０１１（平成 23）年６月平和首長会
議に加盟 

終戦記念日の防災無線による全町
黙とう放送。ポスター掲出やパンフ
レットの配架等による啓発活動の実
施。 

政府に対して核兵器禁止条約の署
名・批准を求める、貴自治体の議会
での意見書採択等、今後なさる予定 

現在のところなし 状況に応じて議会で検討。 

福島原発事故被災者関係   

①避難者数 なし なし 

②被災・避難者に対する対応 なし なし 

放射線測定器の所有の有無及び種
類、活用状況 

  

①消防署での所有の有無と種類 

大阪府からの貸与分あり。個人線
量計、ガンマ線用シンチレーション
サーベイメーター、ベータ線用ＧＭ
サーベイメーター、中性子サーベイ
メーター、 災害時の放射線量を測
定するため 

所有なし（※広域消防） 

②自治体での所有の有無と種類 なし 所有なし 

③市民への貸出状況 なし 該当なし 

④活用状況 なし 該当なし 

地下核実験や未臨界核実験等への抗
議状況 

  

地下核実験や未臨界核実験等への抗
議状況 

なし 該当なし 
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自治体 田尻町 岬町 

ロシア政府のウクライナ侵攻につい
て、貴自治体及び議会での抗議状況
や対応について 
 

2022（令和 4）年 2月 24日からの
ロシア連邦大統領によるウクライナ
に対する軍事侵攻により多くの市
民が犠牲になっていること、同大統
領が侵攻にあたっては核兵器の使
用を示唆していることなどを受け、
別添のとおり、町長及び町議会議
長名による抗議文を、2022（令和 4
年 3月 8日付で在日本国ロシア
大使館あて送付。その後はなし 

岬町議会議長及び岬町長名で抗
議文書を大使館に送付済。 
 

ウクライナに対する支援などの対応
について 

過去には募金活動を行っていたが
現時点では実施していない。 

 

イスラエルによるガザ地区に対する
ジェノサイドについての抗議や中東
での紛争についての抗議状況及び取
り組み 

現在のところなし。 該当なし 

姉妹都市・友好都市との国際交流や
非核平和等に関する交流 

宮城県大崎市と友好都市交流を
行っている。 

岡山県美咲町と議会及び行政並
びに小学生や各団体で野」交流会
を実施。 

自治体から自衛隊への名簿提出につ
いて 

  

18歳と 2２歳の住民基本情報の自
衛隊への提出は 

18歳については、令和４年度より
提出している。2２歳については令
和６年度より提出している。 

該当なし 

提出されている場合、その法的根拠
と、その提出形式。 

  
紙媒体の手渡し  

提出されている場合「除外申出」で
きることの住民への周知とその方法 

町広報紙、ホームページ及び町か
らの一斉メールで、除外申し出の
受付期間と併せて制度の内容も周
知している。 

 

被爆者数 ２名 把握していない 

内認定被爆者数 0名 把握していない 

被爆者団体名 

泉佐野原爆被害者協議会 
二世の会等については承知してい
ない。 

把握していない 

被爆者援護施策 なし 町独自施策は特になし 
 


